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貿易市場結合度分析の有意性

一日本の対米国貿易結合度時系列の共分散分析一

所哲也

e 1.序論

貿易市場結合度浬論りは，結合度数値の大小は主として両国間の産業構

造の反映された結果である，という命題の上lζ建てられている。即ち国別貿

易結合度が大きければ大きいほど両国の産業構造はちIl完的であり，結合度が

小さければ小さいほど産業構造は競争的である，とする分析方法であるι 例

えば， 日本の東南アジア諸国に対する輸出結合度が非常に大きいのは， 日本

の先進こじ業的産業構造と東南アジア諸国の後進農業的産業構造との間lこ補完

的分業関係があるととを意味し，東南アジア諸国は日本の輸出市場として経

めて重要である，といった如き政策的発言の理論的根拠とする。また逆に feJ

本の西欧諸国に対する輸出結合度が若‘るしく小さいのは，日本の中進または

先進工業的産業構造と西欧諸国の先進工業的産業構造との聞に競合的非分業

関係があることを怠rj;!とし，西欧諸国は日本の輸出rrr場として殆んど期待出来
ない，といった如き結論を呈示する九 しかし勿論現実の貿易市場構成に参

加する要因lこは生産的条件ばかりでなく，需要構造や価格関係，あるいはそ

の他の通商的，地殻的，政治的，社会的，自然的，な諸条件もあるわけであ

るが，比較生産費の原理によって貰ぬかれる基本的な自由貿易関係は各国の

産業構造の反映した国際分業構造であることから見て，生産的条件が貿易市

場構成lこ影響をあたえるもっとも主要なパラメ{ターであると考えるのであ

"7 
G。

しかし，この命題は今迄のととろまだ十分に検証されているとはいえな
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い。現実の貿易市場構成が他の様々の諸条件からの作用を考慮してなお産業

構造によって大きく規制されていることが経験法則的に実証されるのでなけ

ればり， 貿易結合度数値の大小をもって直ちに構造関係の反映であるとの命

題を認容するわけにはいかない。そこで我々は本稿において貿易市場結合度

]曳論がその背景lこもっ命題を統計的に検定してみることにしたい。

貿易市場結合度の定式化lこは， 間的lこより何種類かの方法があるが，本

稿では国別貿易結合度のうち，日本の対米国貿易結合度を選んで分析するこ

とにする。日本の対米国結合度を選ぶ特別の理由はないが，強いてあげれば

比較的統計資料が揃っている ζ と，世界経済にr5める米国の役割の大きいこ

と，日本の貿易の米国への依存度が高いこと，などがその理由である。本稿

において取扱う分析期間は 1909年から 1957年までの期間中 2つの世界大

戦期と第2次医界大戦直後の 2カ年を除いた 35カ年の時系列についてであ

る。 しかし資料の関係で多少不備な点があり，分析模型の構成にも若干問題

がある。一つの試論というべきであろう。

1)貿易給伶皮 (Intensityof Trade)に関する研宛はこれまであまり多くない。代表的

と，思われるものとして次のようなものがある。

A. J. Brown， Applied Economics; Aψects of the 'vVorld Economy in War and 

Peace. London， 1947， chap. VI. 

市村真一「日本経済の構造的不均衡と世界貿易の構造」“経済分析"1954， 10. 

小島 清「世界貿易の回復と日本の市場」“世界経済評論"1957， 1. 

11 r我医l貿易市場構造の変動」“貿易と関税"1958， 7. 
11 r日本貿易と経済発展 f(悶元書房)第 l主主， 1958， 9. 
11 f日本輸出市場の構造」一輸出結合皮による分析一.“貿易と関税"1959， 

4，5. 

2) 小島清教授は日本の貿易市場結合皮を 23カ悶4カ年について実際に計測された。

上掲「日本貿易と経済発展」第 1主主，第6節参照。

3)小島清教授が我々の分析とは全く別な方法で貿易市場結合度と分業構造係li'，との問
の相関凋係について実証研究をされている。上掲 rEI本貿易と経済発展J第 1掌，

第6節を参照。なお「日本貿易と経済発展」の第1主主は主きの「世界貿易の回復と

日本の市場」と「我国貿易市場構造の変動」の2論文を再録したものである。
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貿易市場結合皮分析の有志、住所

~ 2. 国別貿易結合度の定式化

本稿で使用する国別貿易結合度の定式化は次の如くである。 まず notation

を次の如く定める。

(1) Xpq =ρ国の q国への輸出額

(2) mpq =ρ国の q国からの輸入額

(3) Xpニ ρ国の総輸出額

(4) Mp=t国の総輸入額

(5) Xq = q閣の総輸出額

(6) Ma=q IEIの総愉入額

( 7) 弥生=世界全体の総出額

(8) Wi 世界全体の総入額、

(ρ，q= 1， 2…n， ρ ~q) 

(勿論最終的[こは We= lifうである)

以上の notationを使って次式があたえられる。

(9 )ρ 国の対 q国輸出結合度12E1/-JMq
Xpj Wi-M1J 

(10)ρ 悶の対 ql輸入結合度= ~1:q / -TXT?rq~-v~­
Mp / We-Xp 

(9)式のおp，iXpはρ国の総輸出額のうち q国{乙向けられる割合，即ちρ

国の医l別愉出rliJ易構成比であり，Mq/( Wi - M，，)はρ国の輸入額を差し引い

た世界の総輸入額のうち q国が占める割合，即ち世界の国別輸入市場構成比

である。従って前者を後者で割ったものはρ国の q国向'1治出がq国の輸入勢

力[こ比例的におこなわれたかどうかを示すことになる。 もしも ρ国と q国

との聞の結合が q国と世界全体との聞の結合lこ対してなんらの偏向も持た

ないならば，結合度は1になる。例えば q国の'1翁入が世界全体の総輸入の10

%を占めているとき，q 国の ρ 国からの愉入，いいかえると ρ 国の ql~向輸
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出がρ国の総輸出の 10%を占めているとすれば， 両国間の結合度;土 1にな

る。長IJちρ闘の q国への輸出がq国の世界全体lこ対するjli命入割合に比例的で

あるからである。かかる場合は両国の産業構造は補完的でも競争的でもない

一種の中立的な関係にあると判定されるわけである。しかし，もしも q盟の

輸入が世界全体の総輸入の 5%しか占めていないとき q国のρ国からの輸

入がρ国の総輸出の 10%を占めているとすれば， 両毘l聞の結合度は 2にな

る。かかる場合はρ国と q国との結合度は高く，両国の産業構造がもIi完的分

業関係にあるため偏向が生じていると判定される。逆に q国の輸入が世界の

総輸入の 10%を占めているにも拘らず q国のρ固からの輸入がρ悶の輸

出の 5%しか占めていないとすれば， 結合度は 0.5となる。かように結合度

が1より小である場合は両国の産業構造が競合的関係にあると判定される。

乙れらのことを同質化・異質化のタ{ムで表現すれば，結合度が低いのは両

国の産業構造が同質化しているためであり，結合度が高いのは両国の産業構

造が異質化しているためである，ということになる。

次に (10) 式の mpq/Mp は ρ 国の総!lt6~入額、のうち q 闇から l陥入される割合

即ちρ国の国別輸入市場構成比であり，X，i( 弥生-Xp)はρ国の輸出額を悲し

引いた世界の総輸出額のうち q国が占める割合，即ち世界の国別輸出市場捧

成比である。以下，輸入結合度の場合は輸出結合度の場合の考察と同様で，

容易に類推出来るから省略する。

ところで序論において述べた如く，計測される愉出結合度並び、lζ愉入結

合度の数値がそっくりそのまま両国の産業構造関係の表現であるわけではな

い。計測される結合度数値は，交易条件，関説制度，貿易数量制限，最恵国

約款，近接市場，輸出補助金，政治的対立，デモシストレ{ν ョシ効果，豊

作等々の貿易市場構成{こ参加する様々な要因の総合された事後的な結果であ

るが，そうした中にあって産業構造の結合度にあたえる影響力がもっとも強

力であり，重要であると考えるのである。
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貿易市場結合皮分析の有意性所

~ 3. 日本の対米国貿易結合度時系列

さて，我々がとれから問題iとする日本の対米国輸出結合度と輸入結合度

を前節の一般式にあてはめるには，サフィックスのρ，qをそれぞれρ=日本，

q=米国とすればよい。 従って必要なデ{タは輸出結合度の場合は， 日本の

第 1表 日本の対米国輸出結合度数値表 (1909~1957) 

年次 かnifト1i口'-以がそ 年次 結合皮 年次 結合度 年次 給合皮 年次 結合皮

1909 4.95 1919 1.05 1929 3.26 1939 1949 1.62 

1910 4.09 1920 0.82 1930 3.15 1940 1950 1.44 

1911 4.24 1921 2.77 1931 3.57 1941 1951 0.99 

1912 3.92 1922 2.63 1932 3.23 1942 1952 1.30 

1913 3.42 1923 2.93 1933 2.18 1943 1953 1.20 

1914 1924 3.01 1934 1.25 1944 1954 1.27 

1915 - I~ 1925 3.27 1935 1.20 1945 1955 1.68 

1916 1926 2.92 1936 1.11 1946 4.44 1956 1.61 

1917 1927 3.21 1937 0.98 1947 1.54 1957 1.57 

1918 1928 3.38 1938 1.09 1948 2.64 1958 

第 2表 日本の対米国輸入結合皮数値表 (1909'"1957) 

年次 結合皮 年次 結合皮 年次 結合度 年次 総合皮 年次 結合皮

1909 1.49 1919 0.36 1929 1.79 1939 1948 2.84 

1910 1.21 1920 0.57 1930 1.92 1940 1950 2.36 

1911 1.38 1921 1.67 1931 2.09 1941 1951 1.71 

1912 1.69 1922 1.78 1932 2.75 1942 1.77 

1913 1.32 1923 1.44 1933 1.89 1943 - 11 1953 1.44 

1914 1924 1.52 1934 1.51 1944 1954 1.78 

1915 1925 1.56 1935 I 1.53 1945 1955 1.66 

1916 1926 1.69 1936 1.44 1946 2.61 1956 2.14 

1917 

= 11 
1.89 1.58 1947 2.88 1957 2.21 

1918 - 11 1928 1.72 1938 1.22 1948 2.65 1958 
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米ml向愉出額 1=1本の総輸出額， 日本の総愉入額，米国の給、'1¥白人額，そして

世界全体の総愉入額の 5項目であり，愉入結合度の場合は， 日本の米国から

の愉入額[1本の総'Ii白人客員， 日本の総愉出額，米国の総輸出額，そして世界

全体の総愉出額の5項目である。これらのデータを使い，さきの定式化lこし

たがって 1909年から 1957年までの [1本の対米国輸出結合度と日本の対米国

愉入結合度を実際lζ計測したのが， tr~ 1去とijfn表lこ示されている数字であ

る。デ{タの根拠や計測上の問題点などは後の削ー録Aを参照していただき

7こし、。

1914年から 1918年までの空白は第 1次世界大戦期に当り， 1939年から

1945年までの:担当は第2次世界大戦期にぶつかっていて，共lζ世界全体の総

輸入額と総輸出額とがあたえられていないため，結合度が得られなかったも

のである。

まず81'~ 1表によると多少の変動はあるが， 日本の対米国愉出結合度はそ

の趨勢として減少の一途を辿っていると見ることが出来る。しかし第2表の

日本の対米国輸入結合度の場合は殆んど明絡な趨勢を見出すことが函難であ

る。輸出結合度については初期の日本経済の後進性と米国経済の先進性から

生ずる経済構造の異質化による高い結合性が日本経済の向上lこ伴う先進化・

同質イむの結果，次第に低い結合性へと変ってきたことを表している。他方輸

入結合度については，米国が臼本の輸入市場として不安定であり，両国の産

業構造の変化からどれだけの影響を受けているのか判然としない

ところで第l表，第2表とも 1919年と 1920年並びに 1946年と 1947年

とにおける 4つの数値はいずれも終戦直後のものなので，真数値とは見倣し

難い。しかし 1919年と 1920年の数値は第1次大戦時の日本の勝利国という

立場から考え，また観察数のあまり多くない点から考えて利用することにし，

1946年と 1947年の数値は， 日本の敗戦による荒廃と米国経済への大幅な依

存という異常事態、から考えて削除する乙とにする。
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附録 A

第 3表 白木の対米国貿易結合EEの算出に必要な資料表 (1909~ 1957) 

単総日位輸(X本主出d主額の需Z品E加EE盟瓦J 単米総佼日府国b副系f)j務の弗引|!世総単界位輸(W，全百入d体万)額弗の 総単世界位輸(W，全百出A 体万
日本の米国日本の米国 の の|日本の日本の

年次向輸出額からの綿入 額 綴i対米輸出対米輸入
(Xl珂)額 (ml)q)

時一万内| 百万」万円|珊百万J 弗内

1909 132 I 54 I ~~~ I ~~~ I 1663 1312 I 20485長 17824告，1.95I 1.49 凶h児3 h 

1910 144 1 55 I ~~~ 1 ~~~ I 1745 1557 I 20485対 17824器 4.09 1 1.21 示去五

221254i513  
1911 143 1 81 i 447 I SI4 1 2049 1527 1 20485長 17824脅 4.241 1.38 ト

ji:f， 
斗 1912169127252671360179 つ“】つ04. 1653 つ】0485 1 17824 l' 3.92 1 1.69 ゆ

さ告

山 185 山】】 363133732691M661810η 21仰山1 3.42 I 1.32 ~ 
担任

1914197i97292294  23651894 降
591 1 596 

1915 204 1 103 I ~~~ 1 ~~~ 1 2769 • 1674 ヨ
708 1 532 

nru I 566 I 379 
1916 340 1 204 I 1I28 1 756 1 5483 2392 I 

812 I 525 I I~?'~A ')Qt:;? I 
1917 i 479 i 360 i 16O3 1 1O36 I 6234 2952 

1010 ! 859 I 
1918530 162619621668  614913031 

問問 7661 . ~~~~ I ~g~ 7920 I 3904 11518* 9158':' I! 1.051 0.36 



一一一七平副一一一一丁百五五]百五

次 iA百相応|吋r副都|薬品皇
τtτmlili Ifr-;r::-r=:rnl単位 |単位 1"， Nr7;"h"ilTl 単位百万円単位百万円l 百万四 百万円単位百万弗l単佼百万弗

l i|出873 I ，~C;;'; I 
U'U I 1948 I 2336 

.574 I ，~~~ I ，~?~ .U'~ I 1253 I 1614 

73つim6i 783i904 
】 UJVI 1638 I 1890 

606 I 512 I ， ~9~ I ，~~~ u"，-，" I 1448 I 1982 

744 I 1011 
1807 I 2453 

946 I 1056 
2306 I 2573 

963 I 1120 
2045 ¥ 2377 

945 I 1033 
1992 I 2179 

915 I 1019 
1972 I 2196 

991 I 1022 
2149 ¥ 2216 

726 I 764 
1470 I 1546 

560 I 604 
1147 I 1236 

396 I 402 
1410 I 1431 

論
議
峨
~
羽
海

ト4

c/) 

0.57 16024後5278 一8228

よI主

1920 

1.67 21340 17651 2509 4485 1921 

1.78 2.63 22048 19187 3113 3832 1922 

1.44 2.93 23820 26770 3792 4167 1923 

1.52 3.01 27069 28705 3610 4591 671 745 1924 

1.56 3.27 30418 32775 4227 4910 665 

1.69 2.92 28930 31654 4431 4809 680 

1.89 3.21 30271 33129 4185 4865 674 

1.72 3.38 31158 34028 4091 5128 626 

ロコ 1006 1925 

1926 

1927 

1928 

1.79 3.26 31983 34737 4399 5241 654 1929 

1.92 

2.09 

2.75 

3.15 

3.57 

3.23 

26154 

18715 

12615 

28793 

20748 

13932 

3061 

2091 

1323 

3843 

2424 

1611 

443 

342 

510 

506 

425 

445 

1930 

1931 

1932 
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年
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この表を作成するにあたって利用したデ{タの出典は次の如くである。

(1) 1=1 本の米悶向輸出額と [1 本の米国からの II~u入管!並びに日本の総'Ii布出

額と総愉入額とは円建表示のものは IIJ本統計年自主J総Jill府統計課， 1928 

~1955. を利用した。但し 1956 年と 1957 1， 1: については IH 本経済年鑑」朝日

新聞社， 1960，からドノレ建表示額を1ドノレロ 360PJのレートで換算した。

(2) 1=1本の総輸出額と総愉入額のドノレ建表示は， 1927年までは u.s.

Department of Commerce，“Foreign Commerce Yearboo!?" 1936，を使用

し， 1928年から 1955年までは「口本統計年鑑J1956，を使用した。 1956年

と1957年は「日本経済年鑑J1960，を使用した。 なお「日本統計年鑑」と

“Foreign Commerce Yearbooll" とをチェックした結果， !照合可能な共通の

年次に関しては，表示されている数字が全く一致していることから，前者は

後者を原資料としているものと思われる。

(3) 米国の総iJi命出額と総愉入額とは， U. s. Department of Commerce， 

“Statistical Abstract of the United States" 1959，を使用した。

(4) 世界全体の総愉入額と総輸出額は第2次位界大戦前の 1938年まで

は“ForeignCommerce YearbooTl"のνリーズを使用し， 大戦後の 1946年

以降は「世界統計年鑑」国際述合， 1958，を使用した。但し 1911年以前の

3カ年の数値は得られなかったので， 1912年のものをもって近似的に代用し

た。従ってこの 3カ年の真数値は趨勢的lこ見てもっと低いと考えられるから

結合度数値は第3表[こ表示されているものより高い筈である。 また 1919年

と1920~f.の 2 カ年は主要 77 カ国程度の集計であるため，真数値はもう少し

高く，従って結合度は表示のものより幾分低い筈である。

(5) 日本の米国向輸出額と米国からの!J!命入額が円建表示になっていて，

日本の総輸出額と総輸入額が円建表示とドノレ建表示になっており，米国の総

輸出額と総輸入額そして世界全体の総輸出額と総輸入額、がドノレ建表示になっ

ているが，乙の単位の不統一は結合度数値の算出にとってはなんら樟害[こな

らない。結合度は比であたえられるのであるから，お向と Xp，mpq とM1Jと

-11 
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が同一単位で表示され，MvとMqとWムXpとXqと弥生'とが同一単位で表

示されていれば矛盾は生じない。

S 4. 仮説と検定方法

第1表と第2表の観察から，我々は日本の対米国輸出結合度はかなり明

白な減少傾向を辿り， 日本の対米国輸入結合度はあまり明確なトレシドを示

していないととを知った。そ ζでこの結果をさきの貿易市場合度理論の命題

にあてはめ，次のような仮説を引き出すことにする。即ち日本の産業構造

は今世紀初頭の後進農業的段階から次第に中進または先進工業的段階へと発

展，米国の産業構造Iζ接近し，徐々にではあるが競合的関係lこ進みつつあり，

その結果が日本の対米国輸出結合度の趨勢的減少となって表われていると。

この仮説の真であることが実証されれば，貿易市場結合度分析の命題は少な

くとも日米間に関しては認容される乙とになるであろう。

ところでここに採用する検定方法はー要因実験の共分散分析法である。

変量の主体は日本の対米国輸出結合度数値の時系列と日本の対米国輸入結合

度数値の時系列で，実験の要因は日本の米国に対する工業化指数，そして実

験結果のデータ以外に実験の結果に影響をあたえる要因として日本の交易条

件指数に対する米国の交易条件指数の比を考えることにする。日本の米国{ζ

対する工業化指数というのは， 日本の工業生産指数を米国の工業生産指数で

割ったものである。従ってその備が1であれば， 日本と米国との工業生産増

加率は同じであり，相対的な工業化率が同一歩調であることを意味する。 1よ

り大であれば，日本の工業生産増加率の方が高いことを意味し，高い米国の絶

対工業佑水準にそれだけ接近して行くと考えられる。反対に 1より少であれ

ば，米国の工業生産増加率の方が高い ζ とを怠i床し，相対的にも絶対的にも

白木の工業化水準は米国に遅れていくと考えられる。工業化指数という考え

方は両国の産業府.造の変化を工業生産増加率でもって示そうとするのである

が，こうした形の工業化指数がそのまま産業構造指数となるわけではないか

- 12-
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¥ 

ら，もとより不完全なものである。 しかし我々は他に厳密・適切な産業構造

指数をもたないので， Second bestとしてこの工業化指数を使用することに

したc 他の指標の例としては，農業生産増加率lこ対ーする工業生産増加率の比

をとり，これを両国間の比の形で表示するものとか，人口 1人当りの工業生

産指数の両国間の比とか，いくつか考えられるが，いずれも長所・短所があ

って決定的にすぐれたものはないように思われる。次lこ貿易rli場構成lこ参加

する価格関係からの代表要因として [=1・米両国の交易条件指数比をとった

のであるが，これも不完全である。日本の交易条件も米医!の交易条件もその

変化は陛界全体の貿易lこ一応均等に作用するものであって， 日本と米国との

貿易結合に特に作用する要因とは見倣し ~m~い。最初の計画で=は [=1 本の対米国

交易条件指数か米悶の対日交易条件指数の時系列を利用しようとしたのであ

るが，資料の関係で実現出来なかった。しかし両国交易条件指数比でも一応

の目的は達成され得る。即ち指数比が 1であれば両悶の陛界全体に対する交

易条件は等しい割合で変化したことを立味し， 臼・うに聞の貿易結合には中立

的な作用しか及ぼさないと考えられる。もしも指数比が 1より大であれば，

それだけ日本の交易条件の有利化の度合が米国の有利化より大きいか，また

は日本の交易条件の不利化の度合が米悶の不利化より小さいか，のいずれか

となることを怠味し，逆に 1より小であれば，それだけ日本の交易条件の有

利化の度合が米国の有利化より小さいか，または日本の交易条件の不利化の

度合が米国の不利化より大きいか，のいずれかとなることを忠味する。前者

の場合は日本の米国からの輸入を増大させ， 日本の米国への輸出を縮少させ

る傾向を持ち，後者の場合は日本の米関からの愉入を縮少させ， 日本の米国

への:愉出を増大させる傾向を持つ。 1より大であるときは， 日本の交易条件

の有利化は世界全体lこ対するより米国lこ対する度合の方が大きく，不利化は

世界全体lこ対するより米国lこ対する度合の方が小さいからである。 1より小

であるときは，丁度逆になる。

さて検定の方法論が示されたので，次lこ共分散分析を可能にするため日

- 13-
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第 4表 白本の対米国工業化指数 (1909~1957)

(1909~1938→1913=1∞， 1948~1957→1949= 100) 

1909 0.78 1919 1.60 1924 1.82 1929 2.02 1934 3.89 1948 1.12 1953 0.98 

1910 0.85 1920 1.50 1325 1.69 1930 2.22 1935 3.44 1949 1.00 1954 1.00 

1911 1.00 1921 1.92 1926 1.92 1931 2.63 1936 3.13 1950 0.79 1955 0.96 

1912 0.89 1922 1.69 1927 1.91 1932 3.81 1937 2.99 1956 1.06 

1913 1.00 1923 1.60 1928 2.00 1933 3.80 1938 4.54 19521 0.82 1957 1.06 

平均109川均l16川均1.876平均12.8叫均 3開平均I0.9M均I1.012 

本の対米国輸出結合度の時系列と日本の対米国1愉入結合度の時系列を実験要

区iである工業化指数によって，幾組かの観測値lこグノレーピシグする必要があ

る。そのために先ず日本の対米国工業化指数の時系列を算出する。第 4表が

それである。デ{タの根拠や計算上の問題点などは附録Bを参照していただ

きたい。

第4表はいずれも 5年を単位とした 7つのグループIC分割されている。

これを最初の方からj慣に番号を付して第1グノレーフ。から第7グノレ{プまでと

し，各グノレープごとの工業化指数の平均値をとり，それをもって各期ごとの

l企業構造を示す独立の与件であると見倣す。

第1期は 1909年から 1913年までの 5カ年で，工業化指数の平均値は，

0.904である。 しかしこの期は 1913年が基準年であるから日本の工業生産増

加率の方が高い。 日本の工業生産は 1913年に較べて 1909年は 62であるの

に対して，米国の工業生産は 1909年は 1913年lこ較べて 79.8であるから，こ

の5年間の日本の増加率は米国の増加率の約2倍の速さであることになる。

この期は第1次世界大戦の前夜期{ζ相当し， 日本の工業佑は既に相当の速さ

で進められていたが，その産業構造はまだ後進農業的段階にあり，工業化の

絶対水準は米国[ζ較べて著るしく低かったと思われる。

第2期は 1919年から 1923年までの 5カ年で工業化指数の平均値は1.662

-14 
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である。この期は第1次大戦の終了寵後期lこ当り， 日本の工業生産増加率は

米国の増加率より1.7倍高いが第1期の1.9倍1より若干速度はにぶった。 し

かし日本は第1次大戦の勝利者として戦災にも過わず，急速な経済成長を遂

げた期間で工業化の絶対水準もかなり上昇したものと考えられる。

第3期は 1924年から 1928年までの5カ年で工業化指数の平均値は1.876

である。だいたい第1期の増加率の速度と同じくらいになっている。この期

は戦争による影響も殆んどなくなり，世界経済はだいたい平常に復した時期

に当るが，平和産業への切替による景気の下降が次第に表面化して来た頃と

思われる。日本の工業生産増加率は依然として米国の増加率を大幅に上って

いたが，工業化の絶対水準はまだ相当に低かったものと思われる。

第4期は 1929年から 1933年までの5カ年で工業化指数の平均値は2.896

である。この期は例の世界的な大不況期に相当し，各国とも経済活動水準の

著るしい低下を経験した時期である。ところが日本はこの恐慌期にかえって

工業生産が著るしく拡大されている。米国の工業生産は 1913年の水準以下

にまで減少し，それまでの最高水準の約 1/2，こ落る年次が生じたのに較べ，

日本はむしろ 1913年の 3倍強という飛躍的上昇を遂げた。 日本の工業化の

絶対水準も米国のそれにかなり接近したと見ることが出来るであろう。

第5期は 1934年から 1938年までの 5カ年で工業化指数は平均値3.598

である。日本の工業生産は前期から引き続いて飛躍的に増大した。乙れに対

して米国の工業生産は恐慌期における哀退を ζの期lこ取り戻し，旧水準lこ立

ち帰った程度にとどまった。この期は世界恐慌が終熔し，回復期に入ったと

きであるが，同時に第2次世界大戦の前夜期に当り，日本は軍需工業を中心

とした重化学工業が相当発達した頃と思われる。

第6期は 1948年から 1952年までの 5カ年で，工業化指数は 1949年を

100とした場合の言i明:で平均値0.902であるゐ ζの場合は明きらかに臼本の

工業生産増加率の方が米国の増加率より低い。第2次大戦が終り，敗戦国と

なり，ひどい荒廃を受けた日本と，戦勝国となり，戦災に遭遇しなかった米

-15 -
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国とでは産業構造の比較は問題にならないし，工業生産増加率も低いのであ

るから， 日本の工業化水準は相対的にも絶対的lこも米国に及ばなかった時期

である。

第7期は 1953年から 1957年までの 5カ年で，工業化指数は 1949年を

100とした場合， 平均値1.012である。 この期は日本の戦災からの復興も急

速に進み，それにつれて工業生産も拡張され，増加率も米閣のそれを僅かな

がら上廻る年次が多くなった。工業化の絶対水準も急速に上昇し，再び米国

の産業構造に接近し始めたものと汚えられ， ζの傾向は今後益々増大してい

くものと息われる。

以上日本の対米国工業化指数を基準として，各期における両国産業構造

の状態を概観したが，これらの 7期にそれぞれ日本の対米国輸出結合度数値

1
2
9
d
4ム

5

第 5表 日本の対米国輸出結合J1fマトリックス

1.662 1.876 2.896 I 3.598 I 0.902 I 1.012 
2 ヲリ 3 :9U 4 列 I5 :9U 6 ヲリ 7 子日

1.05 3.01 3.26 1.25 2.64 1.20 

4.09 0.82 3.27 3.15 1.20 1.64 1.27 

4.24 2.77 2.92 3.57 1.11 1.44 1.68 

3.92 2.63 3.21 3.23 0.98 0.99 1.61 

3.42 2.93 3.38 2.18 1.09 1.30 1.57 

第 6表 日本の対米l愉入総合Iltマトリックス

0.904 1.662 1.876 0.902 I 1.012 

1 :9U 2 列 3 列 4 チリ 5 :9U 6 列 I7 列

1.49 0.36 1.52 1.79 1.51 2.65 1.44 

1.21 0.57 1.56 1.92 1.53 2.84 1.78 

1.38 1.67 1.69 2.09 1.44 2.36 1.66 

1.69 1.78 1.89 2.75 1.58 1.71 2.14 

1.32 1.44 1.72 1.89 1.22 1.77 2.21 
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第 7表 日本・米国交易条件指数比マトりックス

n 1 7"U 2 ヲリ 3 チリ 4 7"U 5 ヲリ 6 ヂリ 7 安j

3.06 1.60 2.05 1.85 1.05 0.69 0.95 

つ~ 2.45 1.75 2.00 1:.60 1.02 0.79 1.00 

3 2.29 1.79 2.21 1.71 1.03 0.86 0.93 

4 2.09 2.14 2.21 1.37 0.97 1.01 0.93 

5 1.79 2.34 1.92 1.21 0.99 0.75 0.93 

の時系列を配分し4 日本の対米国輸入結合度数値の時系列を配分して 5行

7 51]のマトリックスとしたのが第5表と鍔6表である。そうして輸出結合度

と輸入結合度の各エレメシトに対応する日本と米悶との交易条件指数比のマ

トPックスが第7表である。両国の交易条件指数比lこ関するデ{タの根拠な

どについては，附録Bを参照して戴きたい。

日本の対米工業化指数を各期ごとに独立の実験要閃として，変量の主体

である日本の対米輸出結合度の時系列と日本の対米国輸入結合度の時系列を

グノレーピシグし， 日・米両国交易条件指数比から '1翁出結合度と輸入結合度に

あたえる影響を除却しながら，各期ごとの列間変動lこ有志の差異が認められ

るかどうかを検定する。つまり各期ごとに独立め与件としてあたえられてい

る臼本と米国の産業構造が，その各期lこ落ちる日本の対米国輸出結合度と輸

入結合度に有志;に反映されているかどうかを検証する。 ζれが次袋iJにおける

仕事である。
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附録 B

第 8表 日本の対米国工業化指数と両国の交易条件指数比の

算出に必要な資料表 (1909~1938) (1948~1957) 

年次 日本のヱ芸能米国産の指ヱ業I日本の対米国 i日本の交易米国{Lfニの指交易:同国の交比易
生産指数生 数工業佑指数条件指数条 数条件指欽

1909 62.4 79.8 0.78 202 66 3.06 
1910 72.4 84.8 0.85 168 69 2.45 

1911 81.0 81.4 1.00 165 72 2.29 
1912 82.9 93.4 0:89 157 75 2.09 
1913 100.0 100.0 1.00 154 78 1.97 
1914 101.5 94.0 1.08 148 81 1.83 
1915 105.6 110.0 0.95 155 84 1.85 

1916 128.1 130.8 0.98 169 87 1.94 
1917 148.1 129.8 1.14 142 90 1.58 
1918 166.4 128.2 1.29 126 93 1.35 
1919 179.5 112.2 1.60 154 96 1.60 
1920 182.9 122.2 1.50 149 85 1.75 

1921 180.6 98.0 1.94 174 97 1.79 
1922 210.6 125.7 1.69 199 93 2.14 
1823 226.3 141.3 1.60 199 85 2.34 
1924 244.8 134.3 1.82 174 85 2.05 
1925 252 151 1.69 160 80 2.00 

1926 289 160 1.92 166 75 2.21 
1927 301 160 1.91 168 76 2.21 
1928 335 168 2.00 154 80 1.92 
1929 371 184 2.02 157 85 1.85 
1930 348 157 2.22 146 91 1.60 

1931 347 132 2.63 154 90 1.71 
1932 381 99 3.81 137 100 1.37 
1933 437 115 3.80 126 104 1.21 
1934 485 127 3.89 112 I 107 1.05 
1935 522 152 3.44 109 107 1.02 

1936 557 178 3.13 106 1.03 
1937 553ず 190 2.99 94 97 0.97 
1938 677快 149 4.54 100 101 ; 0.99 

1948 112 100 1.12 59l 85 0.69 
1949 100 100 1.00 66 83 0.79 
1950 98 123 0.79 64 75 0.86 

1951 95 120 0.80 69 68 1.01 
1952 107 132 0.80 66 70 0.95 
1953 122 125 0.98 70 74 0.95 
1954 130 130 1.00 70 71 1.00 

139 146 0.96 67 72 0.93 

1956 156 148 1.06 68 0.93 
1957 160後 150 1.06 69 0.93 

安 印は推定または概算による不確定な数値

- 18 



貿易市場結合皮分析の有志位 所

データの出所は次のものによる。

(1) 日本の工業生産指数は 1909年から 1936年までは「日本貿易と経済

発展j小島清， 1958，の付表tf52A表を利用した。この付表は「本邦生産数

量指数j商業経済論議， 16巻3号・を使用している。 19:)7年と 1938年につい

ては上掲同警の付表第3表の (3)欄第2次産業の実質所得時系列を1913=100

として算出した。従ってこの数値には鉱業生産が含まれているものと思われ

る。

(2) 第 2次大戦後の 1948年から 1956年までの日本の工業生産指数は既

掲「臼木貿易と経済発展」の付表第3表から第2次産業の実質所得時系列を

1949=100として計算した。第2次産業に鉱業生産を含めているかどうか明

確でないが，通常の分類によれば含めていると考えられるので， ζの指数値

は第2次大戦前の指数値との間に統一性がないという欠陥をもっている。な

お1957年は趨勢による推定値で信恵性はない。

(3) 米国の工業生鹿指数は 1909年から 1938年までは D.MacDougal1， 

“The World Dollar Problem" 1957， p. 485， Table D 2より求め，第2次大

戦後の 1948年から 1957年までは問書の p.30，Diagr百 n1より求めた。

(4) 日・本の工業生産指数も米国の工業生産指数も，1938年までは 1913口

100とし， 1948年以後は 1949=100として計算しであるから，両者の比をと

った日本の対米国工業化指数は基準年のことに関して問題はない。

(5) 日本の交易条件指数は fEIA>:貿易と経済発展」の付表の第2A表と

第 2B表とに依った。第 2A表は 1938年まで，第2B表は 1948年から 1956

年までで，前者は 1913年ニ100とし，後者は 1953年=100として計算されて

いる。 ζれを米国の指数の基準年lこ接ぎ，第2次大戦後を戦前に接いで計算

し直した。従って厳密さの程度は多少害されている。 また 1957年のものは

推定によるもので信恵性が薄い。他lζ適当な時系列があればぜひ改善しなけ

ればならない。

(6) 米国の交易条件指数は既掲“TheWorld Dollar Problem" p. 422， 

-19 -
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Diagram 27より求めた。乙の交易条件指数は visibletrade onlyで，輸出品

単価/1愉入品単価としてあたえられたものである。基準年は 1936年から 1938

年までの3カ年平均=100として計算されている。 但し 1909年から 1912年

までと， 1956年 1957年の数値は趨勢による推定値であるので， 不機定なも

のである。 Diagramからの計算のため，趨勢的lこは正しい数値であるが，詳

細な数字と見るには若干厳密さを欠いている。

S 5. 検定過程

これまでの考祭において，検定すべき仮説と検定lこ使用する分析法とが

準備されたので，次[こ実際の検定過程の記述lこ入る。

まず数学的模型は次式のようにあたえられるものとする。

tij=u+(3(おり-x..)+bj十eiJ

t~j = u〆 +(3'(Xij-X..) 十時十 e~j

(1 ) 

(1 Y 

tijとtらは第5表及び第6表lこける日本の対米国輸出結合度マトリッグ

スの各エレメシ九日本の対米il[命入結合度マト日ックスの各エレメシトを，

Xijは第7表における日本の交易条件指数に対する米国の交易条件指数の比

のマトリックスの各エレメシトをそれぞれ表わし，いずれも既知の観察値で

ん，及び tむはおijと互に対応している。 U，(3， bj，及び u'，s'， bj，は未知母

数，ti) とめを確率変数と 5考えるとき eiJ と e~j は互に独立に正規分布をなす

確率変数であるとする巴 X..はXijの平均，即ち 2Jxij/35を表わす。

今 2Jbj= 0並びに 2Jbj= 0とするとき我々の目的は有志水準日で仮説
j 

H; bj口 O及び bj= Oj = 1…7を検定することである。つまり貿易結合度マ

トリックスの列間変動[こ特lこ有志;の差異はない， と仮定することの危険度の

判定，即ち第1種の過誤を犯す危険域の指定である。輸入結合度の場合のモ

デル展開は輸出結合度の場合、と手続が全く同じなので，以下では省略するo

U， {3，んの最尤推定値 O，β，んをあたえる正規方程式は次のようになる。

一 20



( 2) 

所

35u= T.. 

7u十sI: (XirX..) = Ti. 

5u+5ん+sI:(おり-X..)= T.j 

I: bjI: (Xi.i-X，，)+βI: (Xij-X..)2ニI:tij(Xij-X.. 
j 包 ij ij 

貿易市場結合成分析の有意性

j=l…7 

iニ 1…5

最尤推定値が制約条件 I:bj=Oを満すべしとの条件を考慮lと入れなが

連立方程式(2)をj坪いて次式を得る。

u = T..j35 

bj口 T.jj5-T..j35 -sI:(Xij-x..)j5 

り，

( 3) 82(号(仇j_X..)2一向[宇同-X..)J
-117写[子同-X..)Jγ 言(tり - T，.!7 -T.i/5 I 
+T..j35)・(おり-Xi.!7 -X. jj5 + X..j35) ) 

(3)式を計算するのは繁雑なので積率を使って次のような分析表を作成

する。

(1) 

変 因 t2 ιz X2 

玉jl 均 T2j35 = 196.5915 T“X.'/35= 127.2927 X.2j35= 82.4218 

b Btt = 36.3418 Btx = 17.3959 B四=11.1030 

残 差 Ett=8.4286 Etx=1.8764 E刊=1.5053

z 4j tij=241.3619 Z4j tzjzzj=146.5650 d23 17bz95.0301 
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Etx = Li tijXij-T..X..f35-B比二=1.8764 

Exx口 Li:Ü~j -X:j35 -B= = 1.5053 

このことから

。=曇乙=1.2465
~= 

Li bj = -0.0398 
j 。1+b2+九十九+b5+b6十 b7
出 0.7044-0.8211+0.1046+0.6856-0.5983+0.0632

ニー0.0398

従って次を得る。

R (u， s， b) = u T..+ Li ojT.j+s ZJtij(Xij-X..) 
j ij 

=235.4186 

次lこ仮説H;bj=Oが真なるとき

tij = u+s(おり一ι)+eij (4 ) 

ζのとき，u， sの最尤推定値を U.，sと表わすと， その正規方程式は次

のようになる。

35u = T.. 

7u-sZJ(.おり-:u..)= Tt. 

sZJ (:Uij-:u..)2 =子j

(5)式を解いて次を得る。

u = T../35 

ト{号川-:u..)'一向[予防-m)]11
・5ん(おり-:u..)ーヲ[1/7(Ti. -T../5)子(おり-:u..)]}

(6)式の計算も実際[こは分析表 (1)から容易に出来る。

- 22-
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所貿易市場結合皮分析の有意性

B RームE，
=ーよ一一三と =1.5284
B"，x+B目

従って

R(u， s)口友T..+ sl]tij(XtrX..) 

ニ 226.6062

以上のことから分析表(2)と分析表(3)とが得・られる。

(2) 表析分

内
H

ィ

14

u， {3， bj 

残差

35 

万

R=235.4186 

Qα=5.9433 

L;tijロ 241.3619
ij 

平皮

5+7=12 

35-5-7=23 

由自因泊三
ρι 

(3) 表析分

和

il， {3 

残 差

万

R=226.6062 

D=14.7557 

L;tij=241.3619 
ij 

平皮

5+1=6 

35-5-1=29 

出自因万R
2え

35 

Q÷=[Et白川b)J-Qa=D--Qa=8.8124 

'ヤ』
日-一三口

以との ζ とから次のような分散分析表を得る。

A 

Z刃~ 図 平 方 和 自 自 皮

u， fJ R=226.6062 5十1=6 SI=Q*/6 

b Q終=8.8124 7'-1=6 =1.4689 

残 Z去手L宅 Qα=5.9433 35-5-7=23 S2=Q/23 
SdS2口 5.6838

L; t~j=241.3619 35 ロ 0.2584ij 

- 23-
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同様の手続lこより輸入結合度の場合の分散分析去は次の如くである。

分散分桁表 B

変 司王 万 稿i I I当 U:I ))1' 斗乙1手j斗i.11 F 

川!R1 = 102.4381 5十1=6

bl QW=3.5693 7-1=6 

残 差 Q~=4.4720 35-5-lM/23 
Si/S~=3.0602 

Z¢j ti;=110.4794 35 口 0.1944

仮説 H;bj=O及び，bj=O， j=l…7が真であるとき， 分散分析表の

F= 5，/52 及び F=5i/5~ は共に白由度 (6 ， 23)の F分布をする。 かくして

Fo.05 (6， 23) = 2.53でFO.Ol(6， 23) = 3.71であることからみて 'liGu出結合度の場

合は恨説 H;bj日 Oは棄却され，輸入結合度の場合は仮説 H;bj=Oは5%

水準では棄却されるが 1%水準では受容されるということになる。

附録 C

分析表(2)と分析表(3)の結果から得られた Qずの値を分析表(1)の積率

を使った値から計-算して見ると次の如くである。

い υ一芸=8.4286 -2.339…附
(B臼 +E，x?DιBu+E，，-\~"" '~'XI =44.7704-29.4585=15.3119 u'TL:J，，-B 口 +Exx

2:i t~j ，ニ Qα+R(u，s， b)= Qα+Q殺十R(u，s) 

であるから，Q殺は

Q~[5tむ-R仇サ-Qa=D-Qα
従って

r D ，T:' (B，x-トE，x)'1 r D E，x; 1 
Q長=I B"+E，，ー |ーIEt一一 | i 叫十ι制 J-I"-"t/-E，時 j
= 15.3119 -6.0896 = 9.2223 

- 24-
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分析表(2)と(3)との計算から得られた Q訴の備は 8.8124であるから 1誤差

は0.4099である。 ζの誤差の出て来た理由は途中における四捨五入のためで

ある。同様のことを愉入結合度について見ると誤差は 0.0820である。

S 6.結論

前日1iの検定の結果，仮説 H;bjニコO及び bj口 Oは5%水準では共に楽去p

されたが， 1%水準ではん=0だけが棄却され bjニコOは交容された。即ち実

験要因の工業化指数に基づいてグノレーピシグした愉出結合度マトリックスの

列間変動は有志である ζ とが証明されたが，愉入結合度マト日ックスの列間

変動はあまり有志ではないという乙とが証明された。このことは産業構造の

差異が輸出結合度には反映されているが陥入結合度lこは微弱にしか反映さ

れていないことを意味する。従って我々が第4節において用志した仮説は輸

出結合度については一応実証された ζ とになるが，輸入結合度については実

証されたという乙とにはならない。日本の対米国輸出結合度の趨勢的減少は

日本の工業化による米国産業構造への接近・同質化という事実によってある

程度説明されるが， 日本の対米国輸入結合度についてはニi本の産業構造の

米国産業構造への接近という事実によっては説明されない別の実験要因が強

く作用していると見なければならないことになる。つまり貿易市場結合度理

論の命題は，従来までの分析が信じていたほどには有志ではないと結論され

るわけである。日本と米国の貿易結合度に関する眠り，確に愉出結合度につ

いては，結合度分析の命題が実証されたわけであるが，これとてもあまり強

調しすぎるのは危険である。なぜなら，我々の計算した分散比の大きさは強

調を許すほどには大きくないからである。

以上で本稿の目的は達成された。しかしまだ幾つかの問題が残されてい

る。第ーにもっと遜切で妥当な産業構造指数を工夫すること，第ニlこ本稿で

使用した交易条件指数比よりもっと厳密な指数を使用すること，第三{ζ価格

関係以外の貿易市場構成に参加する有力なパラメーターを導入すること，な

-25 
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ど模型構成上の不備の開題である。改善し，精織化していかなければならな

い。更に本稿では米国一固についての日本の国別貿易結合度を分析しただけ

にとどまったが，これだけでは一般的結論を下すには勿論不十分である。特

lこ日本の対米国輸入結合度に有志の結果が得られなかった点は， 日本経済の

特殊性とか，米自の経済事情による偏向的結合とか， 日本の輸入市場として

の米国経済の不安定性とかによるのかもしれない。従って国の数を増して多

くの事例について分析して見なければならない。また国別貿易結合度ばかり

でなく，商品別貿易結合度についても同じような検証をお乙なって見る必要

があろう。これらの分析を全て総合した上でさきの仮説を検定し，貿易市場

結合度理論の有意性を判定するのが望ましい。今後lこ残された課題である。

附記本稿の執筆にあたり，数回に亘る討論をもら，貴重な助言をあたえて下さった坂

下昇民(北海道大学経済学部)と戸島烈民(間学大学院)の両民に対し感謝の意を表

します。
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